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1．はじめに

　マルサスとシスモンディは，ともに19世紀

初頭の不況下にある資本主義化されたイギリス

経済を主たる対象として，その経済学を形成し

た．両者とも，一般的供給過剰の可能性を否定

するリカードウやセーに対して，一般的供給過

剰の発生の可能性を主張し同様な理論を展開し

たものとされている．よく知られているように

マルクスは，マルサスの『経済学原理』（1820年

初版，1836年第2版）［1］をシスモンディのr経

済学新原理』（1819年初版，1827年第2版）［3］

の単なる翻訳であると批評した．このマルクス

のマルサス評価は，マルサスの「原理』のその

後の評価に大きく影響したと思われる．マルク

スと対照的にケインズは，マルサスを自分の有

効需要の理論の先駆者として高く評価した．本

稿の目的は，主とレて両書によって，第1には

マルサスの理論とシスモンディの理論を比較す

ることにより，上記のような評価の当否を検討

することであり，第2には両者が政府に期待し

た役割の比較を行うことで，両者の資本主義経

済に対する見方の相違を明らかにすることであ
る1｝．

　結論をあらかじめ述べておけば，マルサスが

非ケインズ的な理論を展開したのに対し，シス

モンディはケインズ的な理論を展開した．資本

主義化の点で当時最先端にあったイギリスの中

にあったマルサスが政府に期待した役割は不況

下における政府支出の維持という限定されたも

のであったのに対し，資本主義化の点でより遅

れた大陸からイギリスにおける資本主義化の弊

害を憂い出したシスモンディは，そこに見た弊

害を避けながら資本主義化・産業化を進める役

割を政府に求めたのである．

2．マルサスの一般的供給過剰の理論

2・1

　『経済学原理』におけるマルサスの最も特徴

的な考えは，生産力の大きな社会においてその

生産力を発揮させるためにはある程度のアダ

ム・スミスの意味での不生産的労働者（ないし

は不生産的消費者）の存在が不可欠である，と

いうものである（2．408）．さらにマルサスは，富

の継続的増加にとって最大の誘因を与える（最

適な）不生産的労働者と生産的労働者の割合が

存在する，と考えた．そしてその最適な不生産

的労働者と生産的労働者の割合は，社会の生産

力，生産者の消費水準などに依存するという（2．

399）．そしてマルサスは，不生産的労働者と生

産的労働者の割合いかんが恕すなわち物的生産

物の増加だけでなく労働者の雇用をも左右する

重要な意味をもつものとみて，その割合の相違

がもたらす影響の研究の重要性を強調するので

ある（2．42n）．

　マルサスは，一般的供給過剰の意味と発生を

次のように説明している．

　「仮定されたケースにおいては，資本の蓄積

によって個人的サーヴィス［初版一不生産的労

働者コに従事していた人々が生産的労働者に転

化されることにより，市場に異常な量のあらゆ

る種類の生産物が明らかに存在するであろう．

他方，労働者数は全体として同一であり，地主

と資本家の消費のための購買能力と意志は仮定

によって減少しているのであるから，労働と比

較した生産物の価値は，利潤率を非常に大きく
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低下させ，ある期間それより大きな生産を停止

させてしまうほどに，必然的に低下するであろ

う．しかし，これ’こそが供給過剰（glut）という

言葉がまさに意味するものであり，そしてこれ’

は，このケースにおいては，明らかに部分的で

はなく一般的（general）である．」（2．316．強調

は引用者）

　ここで「仮定されたケース」とは，資本家と

地主がそれまで慣習的となっていたのよりも節

約的となり貯蓄を増加する場合である．「現在

の経済学者はだれも，貯蓄によって単なる保蔵

（hoarding）を意味するはずがない」（2．38），あ

るいは「貯蓄一近代では資本の蓄積を意味す

る．なぜならば今日，自分の貨幣を金庫にしま

い込むひとはほとんどいないから」（［2］238，訳

176）と述べているように，マルサスは貯蓄と投

資は常に等しいと考えていたので，貯蓄の増加

はすなわち投資の増加であった．ここで投資と

いうとき，その意味は生産的労働者（市場での

販売を目的とする物的生産物を生産する労働

者）への賃金支払い額の増加である．マルサス

は資本財をまったく無視していたわけではな

い2｝が，一般的供給過剰の理論の説明において

はその存在を捨象して議論している．そして賃

金は貨幣で労働者に前払いされると考えていた

ので，この賃金の支払いに充てる資金を資本家

は資本として生産の開始に当って用意しなけれ

ばならない．この意味での資本の増加を，ここ

では投資とするのである．

　このように理解した場合，上の引用文でマル

サスが述べているのは，次のようなことである．

すなわち，貯蓄（二投資）が増加した場合，．いま

まで不生産的労働者として雇用されていた労働

者の生産的労働者への転化が生じ，労働者全体

としては雇用量と賃金に変化はなく，したがっ

て労働者の消費には変化がないのに対して，資

本家と地主はより節約的となっているので消費

支出を減少させる．一方生産量はどの生産物に

ついても，生産的労働者の雇用の増加によって

増加する．この結果，生産物の価格は費用に比

して大きく低下し，利潤率もそれ’以上の生産拡

大を停止させてしまうほどに低下する．こうし
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た事態をマルサスは，一般的供給過剰（general

glut）と呼ぶのである．

　マルサスは「有効需要」という用語を用いて

おりまた失業の発生を問題としているので，不

注意に読んだ場合マルサスの説明の中にケイン

ズの有効需要の理論を読みとってしまう危険性

がある．次の文はそうした読み方をされる可能

性のある説明の1つである．

　「もし貯蓄（saving）の過程において，資本家

が失うものすべてを労働者が得るならば，富の

増加の停止は，リカードウ氏が述べるように，

一時的なものでしかないであろう．そして，そ

の結果について心配する必要はない．しかし，

もしある点を越えて押し進められた収入（reve－

nue）の資本への転化が，生産物に対する有効需

要（effectual　demand）を減少させることにより，

労働者階級を雇用から投げ出すにちがいないと

するならば，ある点を越える節約の習慣の採用

には最初は最も抑圧的な効果が，そしてその後

は富と人口の顕著な停滞（depression）が伴うこ

とは，明らかである．」（2，326．強調は引用者）

　この文で貯蓄の増加を貯蓄性向の上昇と見れ

ば，それによってケインズの意味での有効需要

の減少による失業の発生を述べているものと理

解することができるかもしれない．しかしマル

サスは貯蓄と投資を常に等しいとしていたし，

またこの文で問題になっているのは，「ある点

を越えて押し進められた収入の資本への転化」

である．したがってマルサスは，ここでは投資

の増加が「有効需要を減少させる」と述べてい

るのであって，これはケインズの有効需要理論

では理解できない主張であるといわなければな

　らない．

』　周知のように，アダム・スミスは「有効需要」

（effectual　demand）を自然価格のもとで需要さ

れる生産物量と定義し，ケインズは有効需要

（e仔ective　demand）を企業家が生産量と雇用量

を決定する際にその雇用量で企業が要求する売

上金額に等しい予想売上金額を意味するものと

した．マルサスが一般的供給過剰を説明する場

合に使う「有効需要」（effectual　demandあるい

はeffective　demand）はこれらのいずれとも異



マルサスとシスモンディ

なるマルサス独特のものであって，「需要の強

度」（intensity　of　demand）を意味する（2．61－83）．

（マルサスは「有効需要の強度」（intensity　of

effectual　demand）という言葉を使うこともあ

る（2．361）．）マルサスは，この意味での「有効需

要」を貨幣の価値が変化する場合にも測り得る

尺度として支配労働をとったのである（2．82）．

つまりマルサスによれば，「有効需要」は支配労

働で測った価格の高さによって表されるのであ

る．マルサスが一般的供給過剰の説明において

貯蓄（＝投資）の増加が「有効需要を減少させ

る」というとき，彼が意味したのは支配労働で

測った生産物価格の低下であった．

　マルサスの意味での「有効需要」が減少すれ

ば，利潤率は低下する．マルサスの場合生産的

労働者の需要の増加率は利潤率の増加関数と考

えられているから（2．329－30，433），利潤率が低

下すれぱ資本家は生産的労働者の需要の増加率

を低下させようとする．注意しなければならな

いのは，労働の雇用としては生産的労働者の需

要だけでなく不生産的労働者の需要もある，と

いうことである．利潤率（したがって利子率）が

高ければ高いほど資本家と地主の貯蓄性向が高

くなると考えられるから，不生産的労働者とし

ての労働力需要の増加率は逆に低くなると見る

ことができる．しかし雇用全体に占める不生産

的労働者の雇用の割合は小さいので，雇用全体

の増加率の動向を左右するのは生産的労働者の

需要の増加率であるとみなすことができる．労

働力人口の増加率は，実質賃金率に依存すると

されている（2．330）．つまり実質賃金率が高け

れば高いほど，労働力人口増加率は高くなると

されるのである．今期の利潤率と実質賃金率に

よって次期の労働力需要の増加率と労働力人口

の増加率が決定するので，次期に失業が発生す

るか否かが決まることになる．

2・2

　ここでマルサスの一般的供給過剰の理論を形

式的に整理しておこう．

　まずマルサスが想定する社会は，地主，資本

家，労働者からなり，さらに労働者は生産的労
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働者と不生産的労働者にわかれる．地主は今期

末に資本家より貨幣で受け取った地代を，次期

において不生産的労働者の雇用と奢修品の購入

に支出するとともに，一部は貯蓄しそれを資本

家に貸し付ける（資本家はそれをすべて投資す

る）．資本家は，雇用した生産的労働者によっ

て生産された生産物を期間中に販売し，その売

上金額から期首に生産的労働者に前払いした賃

金を回収するとともに，地代を支払い，利潤を

得る．そして回収した賃金と利潤，さらに地主

の貯蓄（これは借りる）を，生産的労働者の雇用，

不生産的労働者の雇用，奢修品の購入に，すべ

て支出する．（ただし地主と資本家間の貸借に

基づく利子の支払いについては明示的には取り

扱わない．）労働者は，期首に貨幣で賃金を受け

取り，期間中にそれをすべて賃金財の購入に支

出する3）．ここでは地主と資本家の必需品の消

費を捨象しているが，これは地主と資本家の特

徴を強調するためである．

　マルサスの理論を完全な形で示すためには生

産物として必需品と宰領品を考えなければなら

ないが，単純化するために生産物としては必需

品のみを考えることにする4｝．こうした単純化

は，マルサスが奢修品の消費と不生産的労働者

の雇用との間に補完関係の存在を想定していた

ので（2．236，408），不生産的労働者の雇用が弁

解品の消費を同時に表現するものとみなすこと

ができるということによって，正当化されるで

あろう．X｝を今期の必需品（＝農産物）産出量，

ハ磁を今期の生産的労働者の雇用量とし，労働

のみが投入として用いられるとすれば，必需品

の生産関数は次のように書くことができる．

（1）　　　　　X置＝ノ（ハら‘）

ただしマノレサスは農業において収穫逓減を考え

ていたので，！’＞0，∫”＜0とする．この必需品

を購入するのは雇用された労働者だけであり，

かつ労働者は賃金をすべて必需品の購入に支出

するので，次の関係が成立する．丑を生産物

の価格，ω‘を貨幣賃金率，瓦を総雇用量とす

れば，

（2）　　　　　P扱f＝ω温

　資本家と地主が前期に稼得した粗所得（回収
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した賃金，利潤，地代からなる）は，今期におい

て生産的労働者の雇用と不生産的労働者の雇用

に充てられるので，貰一、を前期の国民所得，

ハ研を今期の不生産地勢働者の雇用量とすれば，

次の関係が成り立つ．

（3）　　　　｝を一、＝2〃莇‘＋ω認。，

　総雇用扇動は生産的労働者の雇用野駈と不

生産的労働者の雇用1％からなるのであるか

ら，定義上田の関係が成立する．すなわち，

（4）　　　　　　　　　　ハを＝馬，十1＞翫

　今期の貯蓄（＝投資）いかんで次期において失

業が発生するかどうかを見るために，今期にお

いては完全雇用を仮定する．したがって，ム

を今期の期首における労働力人口とすれば，次

式が成立するものとする．ムは今期にとって

は所与である．

（5）　　　　　　1矯＝Lf

　利潤率は利潤額を資本価値額で除したものと

して定義されるので，瓦を利潤額，＆を資本

価値額とすれば，定義式として次式が得られ’る．

（6）　　　　　　　　　　　γご＝17法ノKご

この式における資本価値額＆は，生産に労働

のみが投入され，かつ賃金は期首において貨幣

で前払いされるという仮定から，生産的労働者

に対する賃金支払い額に等しい．したがって，

次式が成り立つ．

（7）　　　　　　　　　　　　」磁＝zo轟‘

また利潤細動は，売上価値額から賃金費用と

地代を引いたものであるから，次式によって示

される．ただし品は今期末において貨幣で支

払われる地代である．

（8）　　　∬‘＝P』X一ω莇f－1～‘

地代品は，マルサスの場合，リカードウの場

合と同様に，差額地代として決定される（2．

179）．したがって∫’を農業における限界生産

性とすれば，地代の決定は，次式で示される．

（9）　　　　　　　　1～診＝、P函ご一∫≧」’、～｝f

　以上の方程式体系においてK一、，ムは既知

で，ハ研は外生的に与えられる．したがって未

知数は，X｝，ハ骸，茄，　B，勘，η，17¢，瓦，

瓦の9つである．1賑は，地主と資本家がど

の程度節約的であるかによって決定される．
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　マルサスの意味での「有効需要」は支配労働

で測った価格に・よって示されるから，ハ／観に

よって表される．これは，生産物価格Pfと貨

幣賃金率観が決まると決まる．資本家と地主

がより節約的となり1》。‘がより小さくなれば

なるほど1㌦はそれだけ大となり，産出量X‘

もより大となる．上の方程式体系からB／勧＝

L‘ρ島が得られる．ムは今期にとって所与で

あるから，貯蓄（＝投資）の増加により生産的労

働者の雇用ハ駈が増加し濁がより大となれば

なるほど，R／勧はより小となる（つまり「有効

需要」はより小となる）．R／勧の逆数ωノP診は

実質賃金率を表しているから，実質賃金率は逆

にX‘が大となればなるほどより高くなる．こ

れにしたがって労働力人口の増加率もより大き

くなる．実質賃金率とは逆に利潤率は，「有効

需要」が減少すれば低下する．上の方程式体系

から，γ戸（P‘／勧）！’一1を得る．〈仙が増加し

（励磁が減少し）Xlが増加すれば，　R／勘がより

小となると同時にノ’もより小となるから，利

潤率ηはより低くなる．マルサスは，労働力

需要の増加率を利潤率の増加関数と考えていた

から，「有効需要」が減少すると労働力需要の増

加率はより小となる．この結果，もし労働力供

給の増加率が労働力需要の増加率より大となれ

ば，次期において失業が発生する．マルサスの

いう一般的供給過剰は貯蓄（＝投資）の増加によ

り「有効需要」が減少し利潤率がそれ以上の生

産拡大を停止するほどに低下した状態であるか

ら，その「有効需要」に対応する実質賃金率が

正の労働力人ロの増加率をもたらすものであれ

ば，次期において失業が発生することになる．

　以上に示されたマルサスの一般的供給過剰の

理論は非ケインズ的なものであって，人々が意

図する貯蓄と投資は必ず等しくなる．前期の国

民所得Z－1＝ωH1八一1＋π¢一1＋R‘一、であり，

（3）カ》ら，zo‘ハr天一z〃f＿11＞pオ＿1＝17‘＿1十1～‘＿1

－z〃跳‘が得られ，πご一、＋R‘一、一ω跳f＝S‘（貯

蓄）であり，ω轟一調一1ハらH＝ム（投資）であ

るからである．マルサスの理論は，要するに，

一定の国民支出のもとで，不生産的労働者が生

産的労働者に転化することで生産量が増加し，
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費用に比して価格が低下し，利潤率が低下する，

というものであった．

2・3

　マルサスが形成した一般的供給過剰の理論を

適用した具体例は，ナポレオン戦争後のイギリ

ス経済の不況であった5》．マルサスによれば，

戦争と戦争の終結が経済に与える影響を考える

場合には，生産力の大きな国と生産力の小さな

国を区別しなけれ，ばならない．生産力の小さな

国の場合，戦争のための大きな支出は経済の発

展を阻害し，戦争の終結は資本の蓄積を促進す

るように作用する．生産力の大きな国の場合，

逆に，戦争のための支出は生産力に見合った需

要を維持し資本の蓄積をかえって促進する（2．

421－2）．そして戦争の終結により戦争支出を賄

うための重税が廃止されるならば，戦時中の重

税の下で形成された人々の消費習慣は直ちに変

わるわけではないので，人々は増加した可処分

所得の少なくとも一部は貯蓄し投資する．その

結果生産力に見合った需要を維持するのに適合

した不生産的労働者と生産的労働者の割合が崩

れ，低下する．それにより「有効需要」の減少

と利潤率の低下が生じ，経済は不況に陥る（2．

423，430）．マルサスの見解では，ヒュームやア

ダム・スミスの時代以来機械の導入が進み生産

力は大いに増大していたので，イギリスはもち

ろん生産力の大きな国であった（2．422－3）．

　マルサスは，戦争支出の減少とそれに伴う貯

蓄（＝投資）の増大により生じた不況を克服する

には，「有効需要」の回復がまず必要であるとい

う．「有効需要」を回復する効果を持つものと

して理論的に考えられるのは，土地財産の分割，

国内商業と外国貿易の拡大，不生産的労働者の

維持である（2．424－5）．しかし，短期的に実行可・

能なのは，不生産的労働者の維持であり，具体

的には政府が公共事業に労働者を雇用すること

であった（2．426－9）．注意すべきは，マルサスが

不況の解決策として公共事業を主張するとき，

「大蔵省見解」によっていることである（2．429）．

　マルサスは，政府支出の増大に一般的に賛成

したわけではない．過大な支出はできるだけ避
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けるべきである，というのがマルサスの考えで

あった．ただいったん政府支出が拡大してしま

った場合には，急激にそれ’を減少させてはなら

ないと主張したのである（2．435）．貿易の制限

にしても，国民の安全，健康等の特別の理由に

基づく場合にのみ認めたのである（2．427）．「医

者も政治家もときどき干渉する必要に迫られ

る」と述べ，政府が介入すべき例外的なケース

をより強調しているが，以上の盆点を除いては

政府の役割に関してマルサスは基本的にスミス

の考えに従っていたということができる（2．14－

6）．

3．シスモンディの一般的供給過剰理論

3・1

　シスモンディは，資本主義化・産業化の最も

進んだイギリス経済における一般的供給過剰を

問題とした．シスモンディは，交換と分業が行

われる社会では労働の生産性が飛躍的に上昇す

ると考えた（2（1）74，訳上95）．そして労働以外

に生活手段を持たない労働者を資本家が雇用し

て生産を行い，かつ資本家間で自由な競争が行

われる交換社会では，一方で生産性の上昇と生

産量の増大が不断に生ずるのに対して，労働者

の所得は抑制され消費が抑制されるとともに資

本家と地主の消費欲求には限界があることから

（2（1）75－82，訳上96－100），過剰な供給が発生

する傾向が出てくると見た．

　次の文は，シスモンディの理論の中心的な部

分を最も特徴的に示している．「国富はその発

展に当って円形運動を行い，一切の結果は次に

は原因となり，各段階はそれに先行する段階に

規定され，またそれに続く段階を決定するので

あって，最後の段階は同じ秩序での最初の段階

を再現する．国民所得は国民支出を規定しなけ

ればならず，後者は消費元本として生産の総計

を吸収しなければならないのであり，絶対的消

費は等一のあるいはさらに大きい再生産を規定

し，この再生産から所得が生ずる．敏速で全面

的な消費は常に一層大きい再生産を規定し，そ

してそれと相関関係にある富の他の諸部分が同

一の速度でこの運動に従い，徐々に増大し続け
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るならば，国富は絶えず増進し，国家は繁栄し

続ける．だがそれらの間の釣合（proportion）が

失われるや否や，国家は衰亡する．」（2（1）113，

訳出120．強調は引用者）

　この説明を理解するためには，シスモンディ

が用いた諸概念について知らなければならない．

まず所得であるが，所得は生産物が売られ実現

された価値額に等しいと定義される（2（1）121－2，

面上126）．そして国民所得を，大きく2つ，す

なわち利潤と賃金に分けて考える．その場合特

徴的なのは，利潤は過去のものであり，賃金は

現在のものとしていることである（2（1）106，訳

上116）．利潤は，「彼［生産者］が完了した交換

から，まず彼の資本全体を引去り，次いで彼に

残された」（2（1）122，訳上126）ものであって，

資本家の利潤（・利子），地主の地代を含むと理

解される（2（1）104－5，訳上115）．ただしここで

の資本家は，企業者と資本家の両方の機能を兼

ねているものとする．（シスモンディは企業者

の機能を，明らかに認識していた．）もう1つの

所得（賃金）は「労働者の意思と能力」とされて

いる（2（1）106，訳上116）が，それは雇用され，で

はじめて所得となるのであって，「買い手が見

いだされないかぎり何物でもない．」（2（1）114，

盤上121）

　「国民所得は国民支出を規定する」というと

きの国民所得は，今期の所得ではなく前期の所

得である．なぜなら，「今年の生産物に支払わ

れるべきものは昨年の所得である」（2（1）120，

訳上125）とされているからである．国民支出

を規定する前期の国民所得は資本家にとっての

賃金回収分を含む粗所得として理解されなけれ

ばならない．これは今期の期首においては資本

家の手の中にあり，その一部門今期の期首にお

いて労働者に前払いされると考えるならば，労

働者にとっては今期支出するのは今期の所得に

なる．資本家は，前期に得た粗所得を今期にお

いて生産的労働者の雇用か消費財の購入に支出

するのである．

　支出は消費に等しく，これによって生産物の

価値が実現され，今期の所得が決定されると考

えられる．なぜなら国民支出は，「消費元本と
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して生産の総計を吸収しなければならない」か

らである．ここで消費元本は，「各人がその欲

求の充足に振り向ける物，彼にとってはもはや

再生産されることなく，彼がその所得を支払っ

て買い入れた物の集積」（2（1）94，二上108）であ

る．つまりここでは，次期以降の生産に必要な

資本財の購入のための支出は，無視されている

のである6）．したがって投資（資本の蓄積）は，

生産的労働者への賃金支払いの増加であるとい

うことになる．

　支出が消費に等しく生産全体を購買し消費支

出に等しい所得を実現するとして，シスモンデ

ィは所得に等しい額が常に支出されるとは考え

ていなからた．それは，国民が過少に支出する

ことがあり得る（2（1）122－3，訳上127）と述べて

いることから明らかであるが，シスモンディが

生産，所得，消費の間の釣合（proportion）の喪

失が国民にとって有害であると述べていること

からも，いえるであろう7）．ただしシスモンデ

ィは，「このようにして所得に制約される国民

支出は，消費元本として生産の総体を吸収しな

ければならないのである」（2（1）119，言上125）

と述べており，強調は支出が所得に制約される

という点にあった．

　シスモンディは，賃金は必要水準に抑えられ

ると考えていた（2（1）87，訳上377；2（1）91－2，

訳上106）．したがって国民所得が必ずしもす

べて支出されないとしても，賃金は常にすべて

支出されるとシスモンディは考えていた．すな

わち労働者にとって，「貨幣は交換の表徴に過

ぎず，労働者はそれを抱えていようとは毛頭考

えないのであって，彼はそれを受け取るや否や，

ただちに彼が欲している必需品にかえるのであ

る．」（2（1）374，訳上287）

　シスモンディは，富者が所得をすべて支出し

ないことの理由を明確には説明していないが，

例えば，富者が奢修品を購入しようとする場合，

彼が欲する奢二品を生産する産業がまだ存在し

ないためにただちに支出されないか（第2版の

付録II，2（1）422－6），支出され’たとしても国内

の生産物に支出されないことがある（2（1）357－

61，訳上278－81）という指摘は，その理由とし
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て解釈することができるであろう．（シスモン

ディは，リカードウが生産はそれに等しい消費

を生み出すというとき，時間と場所を捨象して

いる，と批判する（2（2）424）．）

　過大に支出する場合があるとしても，労働者

は賃金に等しい額を支出するとされているので

あるから，所得を越えて支出（消費）するのは資

本家（・地主）であって，労働者ではない．すな

わち資本家（・地主）が前期の利潤を越えて消費

支出し，生産的労働者の雇用にあてる額を減少

させる場合である（2（1）122－3，直上127－8）8｝．

　所得が必ずしもすべて支出されないという考

えの背景には，貨幣の価値貯蔵機能についての

認識がなければならないが，シスモンディはそ

うした貨幣の機能について明確な認識をもって

いた．シスモンディは貨幣について3つの機能，

すなわち価値の表象，担保，尺度としての機能

を認識していた．「貨幣は同時に幾多の役目を

果たすのであって，それはすべての他の価値の

表象であり，その担保（窪age）であり，またその

尺度である．」（2（2）2，訳下9．強調は引用者）

また貨幣の導入によって販売と購買が別々の独

立した行為となったことも認識されていた（2

（1）130，訳上132）．

　生産者による生産物の生産についてはどうで

あろうか．シスモンディは，分業の結果生産者

にとって需要が不確かになり（2（1）327，訳上

256），また生産者間の競争の作用の結果，生産

者はより多く生産し，より多く販売しようとす

る，そしてそのために常に生産性を引き上げ，

費用を引き下げ，他より低い価格で売ろうとす

るという（2（1）342－3，訳上267－8）．分業と資本

家間の競争によって，生産性は絶えず上昇し，

生産量も増大傾向を持つというのである．

　成立する価格次第で売れ残りが発生する可能

性があるが，価格についてのシスモンディの考

えは，余り明瞭ではない．なぜなら，一方で需

要と供給で価格が決まるとしており（2（1）337，

寸土264），他方で買い手が示す価格によって売

買され，ると述べているからである（2（1）330－1，

訳出259；2（1）338，言上264）．後で見るよう

にシスモンディは売れ残りが生ずる場合と生産
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過剰によって価格が損失をもたらすほど低下す

る場合の両方を認めているので，両方の可能性

が考慮されているとみるべきであろう．ただし

買い手が示す価格によって売買がなされる場合，

「買い手の価格は，他面，競争によって確立され

る」の’ ﾅあって，買い手の価格そのものは生産

者が示す最も低い価格に等しくなると考えられ’

るのである（2（1）336－7，訳上263）．生産者の価

格は生産費用に利子と正常利潤を加えたものと

して理解される（2（1）330－1，引上259）．シスモ

ンディは，生産者間の競争によって絶えず生産

性が上昇し，生産費が低下するとしているが，

この場合生産性の上昇と生産費の低下はすべて

の生産者で一様ではないはずである．

　シスモンディの場合，消費支出の不足と生産

量の増大によって供給過剰が生ずるのであるが，

供給過剰は生産物の売れ残りか（2（1）106，直上

116）あるいは生産物の価格（実現される価格）の

低下をもたらす（2（1）118－9，誌上124－5）．シス

モンディは，一般的供給過剰を「市場の梗塞ゴ

（engorgement　des　march6s）（2（1）367，訳上

285）と呼ぶ．

　一般的供給過剰が発生した場合，生産量は容

易に縮小せず，停滞が続き，その上で生産者の

破産と労働者の失業が生ずるとされる．生産量

が容易に縮小しないことは，労働者，資本，企

業家の既存の部門からの移動の困難性に求めら

れる．労働者はある職業において形成した熟練

を失うことを恐れ，賃金率が最低水準以下に低

下したのちにもなお，その仕事で働くことを欲

するであろう（2（1）332，訳上260）．固定資本

は，「他の用途に使用されることはできない．」

（2（1）333，山上261）企業者も，生存のために容

易に現在の産業を放棄せず，利潤率が低下して

も事業を続けようとするとされる（2（1）333－4，

訳上261）．こうして一般的供給過剰が発生し

た後も，生産は容易に縮小せず，その反動とし

て最終的な結果は悲惨なものとなるであろう（2

（1）334，右上261）．

3・2

　以上に説明され’たシスモンディの国民所得の

9
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決定と一般的供給過剰の発生についての考えの

中心的な部分を，できるだけ単純化し形式的に

整理する．

　まず消費支出であるが，労働者は資本家の前

期の賃金回収分を含む粗所得から今期の期首に

おいて貨幣で賃金を受け取り今期中にずべて消

費財の購入に支出すると考えられるから，今期

の労働者の消費支出は，今期の貨幣賃金率を

勧，雇用量を瓦とすれば，既Mとなる．資本

家と地主は前期に得た純所得（利潤・利子・地

代）を，今期に生産的労働者の雇用の増加かあ

るいは消費財の購入に支出する．前期の利潤

（これには利子・地代をも含むものとする）を

17診己，資本家・地主の今期の消費性向をあと

書けば，全体の消費支出は，次の式で表される．

（1）　　　　　α二日認ご十わ，17』＿1

ただし，シスモンディは今期の消費支出が前期

の所得に制約されるという点を強調していたの

で，通常はG≦Z一、であるとする．ここで，

L1は前期の国民所得である．

　次に，シスモンディはマクロの関係を議論す

るとき資本財の需要を無視して今期の所得は今

期の消費支出によって決定されると考えていた

から，今期の国民所得を呂で表せば，その関

係は次式で示される．

（2）　　　　　　箔一α

　他方，今期の所得は今期に支払われる賃金と

今期稼得される利潤からなるので，今期の利潤

を猛とすれば，次の関係が成立する．

（3）　　　　　　　　　　K＝＝z〃‘1＞｝→一1Z‘

　ところで，消費支出は消費財の購買量（需要

量）に消費財の価格を乗じたものに等しいから，

消費財を1種類としその価格をR，購買量を

Xみとすれば，次の関係が成り立つ．

（4）　　　　　　　P匿X魂＝G

　これに対して生産量（供給）X』‘は期首に資本

家が与えられた労働生産性のの下で雇用量2＞｝

を与えるときまる．今期の生産量をX。，，今期

の労働生産性をので表せば，次式が成り立つ．

（5）　　　　　　Xsご＝α温

　上の方程式体系において，前期の利潤17‘一、

は，今期にとっては所与である．資本家・地主
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の今期の消費性向畠は彼等の今期の消費意欲

によって体系外で決まるものとする．シスモン

ディは賃金率は最低水準に抑えられる傾向があ

るとのべるだけで，その決定について具体的に

説明していないので，ここでは今期の貨幣賃金

率勧は体系外で決定されるものとして扱う．

今期の雇用二二は，資本家が資本家間の競争

の中で不確かな情報の下に決定するのであるが，

ここでは単に体系外で決定されるものとする．

労働の生産性のは期間ごとに上昇していくと

考えられるが，今期にとっては与えられている

ものとする．価格．P‘についてシスモンディは

必ずしも需給を均衡させる価格とは考えていな

いので，外生変数として扱う．その結果未知数

は，α，｝駕1ZあX払X蕊の5つとなる．

　資本家が相互の競争関係の下で雇用量瓦を

期首に決定し，そのときの労働の生産性のの

もとで生産量X』，が決定される．シスモンデ

ィによれば，「各生産者は，需要一般に規制され

ないで，自ら自由にする資本の量に自分の活動

を比例させる．彼が考慮するのは常に生産の手

段であって，消費の手段ではない」（2（1）341，二

上267）のであるから，資本家は体系外で決定さ

れる賃金率勘と自分の資本を考慮し，まず雇

用量瓦を決定すると考えるのである．また体

系外で賃金率勧が決定されるので資本家が労

働者に前払いする賃金額z〃認‘が決まる．資本

家・地主は前期の粗所得からこれを引き，残っ

た額から今期の消費財への支出δ彦二一、を行う．

この結果今期の総消費支出Gが決まる．この

消費支出に等しい今期の国民所得Hが生み出

される．その国民所得は今期の賃金額ω認‘と

利潤二二に等しい．また総消費支出αは，

今期の購買価値二二X己‘に等しい．このとき，

丑いかんでXsr　X4診≧0となり，売れ残りが

生ずる可能性がある．売れ’残りが生ずる可能性

は，今期の産出量がより大で今期の消費支出が

より小であればあるほど，より大きくなる．雇

用量1脇が労働力人口に等しくなる必然性はな

，いし，失業が存在する場合供給過剰が生ずれば

雇用はさらに減少する可能性がある．

　資本財が捨象され賃金は期首に前払いされる
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と仮定されているので，投資はム＝ω認‘

一勘一1ハろ一、と定義される．賃金は期首に支払

われその期間中にすべて支出されてしまうから，

貯蓄は＆＝（1一δ‘）情心、と定義される．シス

モンディが与えた制約条件から，ω‘瓦
一観一、N卜1≦（1一δ∂刀｝一1すなわちム≦S‘が

得られる．もし（1一∂‘）＜0ならば，勧瓦

一ωH瓦一1＜0となり，投資がマイナスで資本

が減少することになる．シスモンディにおいて

は，G＝｝㍉一、の場合にのみ貯蓄と投資は均等

になる9）．

　上の引用文にあるように，「絶対的消費（con－

so㎜ation　absolue）は七一のあるいはさらに

大きい再生産を規定し，この再生産から所得が

生ずる．」この意味は，われわれの定式化によれ

ば，今期の国民支出が前期の国民所得に等しく

（C‘；K－1），企業家・資本家・地主の消費性向

が1より大きくない⑦診≦1）場合である．畠置1

ならば前期と同じ額が資本に充てられ，∂‘＜1

ならばより大きな額が資本に充てられる．労働

の生産性α‘が一定の場合でも，賃金率が変わ

らなければ，前者の場合には同量の労働が雇用

され同量の生産物が生産され，後者の場合には

より多い労働が雇用されより多くの生産物が生

産され，る．労働の生産性α，が前期に比して上

昇していれば，どちらの場合でも生産量は増加

しうる．

　シスモンディは前期に比して生産量が増加す

る場合について，「そもそも生産が徐々に増加

するならば，年々の交換は，将来の条件を改善

すると共に，わずかな損失を引き起こさなけれ’

ぱならない」（2（1）121，訳上126．強調は引用

者）という．われわれの定式化では，今期の利

潤17，は今期の企業家・資本家・地主の消費

凶猛一、に等しい．したがって「絶対的消費」（G

＝E－1）の場合で，畠〈1であれば，π‘一1＞几

となり，今期の利潤は前期よりも減少する．こ

れが，シスモンディのいう「損失」である10）．

ただし産出量が増加するので，もし価格が低下

するならば，実質価値では利潤は減少していな

いかもしれない．
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　シスモンディは，資本家間の無制限な自由競

争は一方で生産性の急速な上昇と生産量の増大

をもたらし，他方では労働者の生活水準を抑制

する分配の不平等を生み出すと考えた．そして

シスモンディが政府に期待した役割は，競争の

緩和と分配の平等化であった．しかしシスモン

ディは，政府がこの役割を果たすに当って「個

人の自由に対する最大の尊重」をすべきであり

（2（2）338，宣下251），直接人々の行動を規制す

べきではないと考えた．

　具体的に農業人口に関してはシスモンディは，

労働者に耕地の所有権を保証し自作農を普及さ

せることであり，それを実現するために不動産

の売却を容易にし相続財産の分割を家族内に限

定することであるという（2（1）269－77，訳上212

－8；2（2）340－1，訳下297－8）．都市の工業労働

者に政府がなすべきことについてのシスモンデ

ィの考えは，まず賃金の引き上げと不安定な状

態を改善し安定した身分を得やすくすることで

あるという（2（2）344－5，訳下255，298－9）．

　しかしイギリスでは現実には農業では大農業

組織が自作農を駆逐しており（2（1）219－42，訳

上194－208），工業では労働者は劣悪で不安定な

条件におかれ，賃金は最低水準以下に押し下げ

られている（2（1）373－87，訳上285－97）．こうし

た条件下で政府が人々の行動を直接規制するこ

となしに上記の目標を実現する政策として，シ

スモンディはまず「農村の貧民の救済と工業の

それとを分離」し（2（2）352，雨下261），そして

農業においては大土地所有者・大農業者にすべ

ての農村貧民の救済と扶養の義務を負担させ，

工業においては事業者を同業組合に再組織しす

べての工業貧民の救済と扶養の義務を負担させ

ることであるという．これにより労働者の賃金

を過度に引き下げたり，労働条件を劣悪化させ

たりすることが資本家にとって得策でなくなり，

資本家を労働者の状態の改善に意を用いるよう

に導き，資本家と労働者の間に連帯関係が復活

するであろうとする（2（2）347－68，訳語257－72，

299－301）．

　シスモンディは競争の緩和を図ることで資本



118 経　　済　　研　　究

主義化の弊害を避けるべきことを強調したが，

しかし産業の振興を否定したのではない．逆に

産業の振興を政府の重要な役割の1つとしたの

である（2（1）460－63，訳上350－3）．政府の役割

についてのシスモンディの考えの特徴は，資本

主i義化・産業化の最先端を行くイギリスをその

点でより遅れた大陸から客観的に眺め，その弊

害を避けつつ産業の発展を図ろうとするところ

にあ．つたといえよう．シスモンディは政府支出

によるケインズの意味での有効需要創出効果を

認めていた（2（1）463，訳読352）が，マルサスと

は異なり，政府の公共事業への支出を重視して

いない．この背景には，労働の生産性の上昇の

成果は消費，したがって生産を増加することよ

りも，むしろ労働時間の短縮と余暇の増大に充

てられるべきであるという考えがあったと思わ

れる（2（2）440－8，［6］66－71）．要するにシスモ

ンディは，制度を整備し人々を誘導するという

役割を政府に求めたのである．

4．マルサスとシスモンディの相違

　　　一結びに代えて一

　まず第1に指摘できるのは，マルサスが所得

がすべて支出され貯蓄と投資は常に等しいと想

定していたのに対して，シスモンディは所得が

すべて支出されるとは考えておらず，従って貯

蓄と投資は必ずしも等しくないとしていたこと

である．すなわち，マルサスが非ケインズ的な

理論を展開したのに対して，シスモンディはか

なりケインズ的な理論を展開したのである11）．

　第2にマルサスにとって不生産的労働者の存

在は決定的に重要であったが，シスモンディで

は社会にとって必要とされているものの需要の

観点から不可欠とされているわけではない．ま

たシスモンディは，不生産的労働者の生産的労

働者への転化による生産の増大を問題としてい

ない（2（1）141－8，訳上140－6）．

　第3に政府の役割について，マルサスは，不

況を解決するために短期的にとりうる政策とし

て，公共事業に失業者を雇用することを提案し

た．これに対してイギリスにおける資本主義化

の進行をその点でより遅れ’た大陸からながめ，

その弊害を鋭く感知したシスモンディは，競争

の緩和と分配の平等化を促し，さらにそうした

弊害を避けつつ産業化を図る点に政府の役割を

求めたのであって，政府支出の有効需要創出効

果を認めつつもこの点での役割は重視しなかっ

た．政府の役割に関してマルサスぷ基本的には

スミスに従っていたのに対して，シスモンディ

は政府の役割をスミスがいうのよりも積極的な

ものであるべきだと考えたのである（2（1）52，

二上79；2（2）336，墨譜249－50）．

　シスモンディ自身は，マルサス『経済学原理』

初版の出版後の最初の段階では，自分の理論と

マルサスのそれとは同様なものと見ていた12）．

しかし，『経済学新原理』第2版（1827）の段階で

は，かなり異なるという見解に変わっているの

である（第2版序文，2（1）xi・xii，影面365）．

　　　　　　　　　　（明治学院大学経済学部）

　注
　1）本稿では主としてマルサスの『経済学原理』第

2版とシスモンディ『経済学新原理』第2版による．

引用に当ってはそれぞれ版数と，マルサスの場合はペ

ージ数のみを，シスモンディの場合は巻数とページ数

を記して示す．

　2）例えば価格を論ずるところでは，資本財を考慮
している（2．75－7）．

　3）　マルサスは，労働者は恵まれた状態にはならな

いと考えていた（2．437）．

　4）　奢修品を考慮に入れた場合については拙稿［12］

および［14］を参照．

　5）　マルサスのナポレオン戦争後の不況の分析につ

いて詳しくは拙稿［13］を参照．

　6）マルサスと同様シスモンディの場合も，価格を
論ずるときには資本財を考慮している（2（1）330－1，訳

上259）が，マクロの関係ではそれを無視している．

　7）但し逆の解釈を許す説明があることも認めなけ
ればならない（例，2（1）99，訳上112；2（2）121－2，訳下

．99）．Sowell［7］（55，59）と堂． ﾚ［8］（129）は，われわれ

とは逆の見方をとる．

　8）過去の蓄積がある場合，一時的にではあるが，

生産的労働者の雇用のための支出を減ずることなく消

費支出を増加さダることができるとする（2（1）107，訳

上116；2（1）109－10，訳上378－9）．

　9）　シスモンディは，短期的にのみ可能な事態とし

て今期の支出が前期の所得を上回る場合を考えていた

が，その場合には投資が貯蓄を上回ることになる．

　10）　吉田［15］は，拡大再生産による価格の低下を

この「損失」としている（176）．堂目［8］もこの見方を

採用している（136）．そして両者は，この意味での「損
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失」が生ずる状態を生産過剰としている．中宮［10］は，

資本家が自分の消費を削減した分を「損失」とする
（292）．平田［9］は，シスモンディは「国民の進歩」のた

めに資本家にこの犠牲を要求したのだという（99－101）．

　11）Sowell［7］は，マルサスとシスモンディはおな

じく非ケインズ的な理論を展開したものとし（55，59），

堂目［8］はマルサスがケインズ的な理論を展開しシス

モンディが非ケインズ的な理論を展開したものとする
（114－7，　129）．

　12）例えば，シスモンディの1824年の論文［5］（2

（2）409－10）を参照．
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